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（別紙 1） 
 

2024年 5月 2日 

 

リース会計基準案等に関する適正手続の遵守状況 

 

企業会計基準委員会 

 

 

I. 本資料の目的 

1. 本資料は、2023年度における適正手続の遵守状況のうち、企業会計基準公開草案第

73 号「リースに関する会計基準（案）」等（以下「リース会計基準案等」という。

対象となる企業会計基準等は（別紙 2）を参照のこと）に関する適正手続の遵守状

況を報告するものである。 

 

II. 適正手続の遵守状況 

2. 企業会計基準及び修正国際基準の開発に係る適正手続に関する規則（以下「会計基

準適正手続規則」という。）に定められる条文ごとの適正手続の遵守状況は以下の

とおりである。なお、会計基準の開発に着手することとした 2019年 3月以後 2024

年 3月末までに会計基準適正手続規則が 3回改正されているが、最終改正の会計基

準適正手続規則と改正前の会計基準適正手続規則で求められる適正手続の内容に

実質的な変更はないため、以下の記載は最終改正の規定に基づいている。 

 

審議テーマの決定 

項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

委員会による審議

テーマの決定 

第 23条 第 3項 

委員会は、第 1項のほか、

緊急性がある等の場合、委員

会の審議において審議テー

マを決定できる。 

2016 年 3月 4日に開催された

第26回基準諮問会議において企

業会計基準第 13号「リース取引

に関する会計基準」等の見直し

について議論され、これを受け、

委員会は 2016年 8月に公表した

中期運営方針において、日本基

準を国際的に整合性のあるもの
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とするための取組みに関する今

後の検討課題の 1 つとして取り

上げることとした。 

2017 年 12月 20日に開催され

た第 375 回企業会計基準委員会

において、リースに関する会計

基準の改訂に向けた検討に着手

することが決定され、2018 年 6

月 21日に開催された第 387回企

業会計基準委員会より予備的な

検討が開始された。 

その後、2019 年 3 月 22 日に

開催された第 405 回企業会計基

準委員会において、借手のすべ

てのリースについて資産及び負

債を計上する会計基準の開発に

着手することとした。 

 

公開草案の公表 

項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

公開草案に関する

企業会計基準委員

会及び専門委員会

の審議の状況 

第 7条 第 1項 

委員会の議事は、原則とし

て一般に公開し、受付の許容

範囲内において、傍聴を認め

るものとする。ただし、委員

会の委員長（以下「委員長」

という。）が必要と認めたと

きは、議事を非公開とするこ

とができる。 

【企業会計基準委員会の状況】 

公開草案の公表（2023年 5月

2日）まで、企業会計基準委員会

において 48 回の審議が行われ

た。詳細は（別紙 3）を参照のこ

と。 

2020 年 5月から 8月の企業会

計基準委員会は、新型コロナウ

イルス感染症への対応のためウ

ェブ会議システム等（会計基準

適正手続規則第 14 条。以下同

じ。）で行われ、傍聴を認めなか

った。 

2020 年 11 月以後の企業会計

基準委員会はウェブでの傍聴を
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項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

認めた。 

なお、傍聴を認めなかった企

業会計基準委員会も含め、企業

会計基準委員会の審議の音声を

財務会計基準機構のホームペー

ジで公開した。 

【リース会計専門委員会の状

況】 

公開草案の公表（2023年 5月

2日）まで、リース会計専門委員

会において47回の審議が行われ

た。詳細は（別紙 3）を参照のこ

と。 

2020 年 6月から 7月のリース

会計専門委員会は、新型コロナ

ウイルス感染症への対応のため

ウェブ会議システム等で行わ

れ、傍聴を認めなかった。 

2020 年 11 月以後のリース会

計専門委員会はウェブでの傍聴

を認めた。 

第 9条 第 1項 

委員が検討する十分な期

間を確保するために、委員会

の事務局は、原則としておお

むね 1 週間前に審議資料を

委員に送付する。 

・2018 年 6 月から 2022 年 3 月

まで 

審議資料は、準備の都合上、企

業会計基準委員会の 2 営業日か

ら 3 営業日前の送付となった例

が散見された。 

・2022 年 4 月から 2023 年 4 月

まで 

 審議資料は、企業会計基準委

員会のおおむね 5 営業日前に送

付された。 

 第 14条 

委員会の委員は原則とし

・2018 年 6 月から 2020 年 2 月

まで 



 

4 

 

項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

て会議に直接参加する。ただ

し、委員会がやむを得ないと

認める場合、委員は、委員会

にウェブ会議システム、テレ

ビ会議システム及び電話会

議システムなど、即時性、双

方向性を満たす方法（ウェブ

会議システム等の方法）を使

用して出席することができ

る。 

企業会計基準委員会において

出席した委員は直接参加してお

り、ウェブ会議システム等が使

用されたことはなかった。 

・2020 年 5月から 2022年 12月

まで 

企業会計基準委員会において

新型コロナウイルス感染症への

対応のためウェブ会議システム

等で行った。 

・2023 年 1 月から 2023 年 4 月

まで 

企業会計基準委員会において

出席した委員は原則として直接

参加していた。 

 第 15条 第 6項 

委員が委員会を欠席した

場合、書面を提出して又はウ

ェブ会議システム等の方法

を使用して意見を表明する

ことができる。欠席した委員

から書面にて意見が表明さ

れた場合、審議の過程におい

て欠席した委員からの意見

である旨を添えて説明する。 

企業会計基準委員会におい

て、書面にて欠席した委員から

意見が表明されたことがあり、

審議の過程において欠席した委

員からの意見である旨を添えて

説明された。 

また、欠席した委員からウェ

ブ会議システム等の方法により

意見が表明されたことがあっ

た。 

アウトリーチ（市場

関係者に対する意

見聴取）の実施状況 

第 21条 

委員会は、委員会の審議の

ために必要と認めた場合、ア

ウトリーチ（市場関係者に対

する意見聴取）を実施する。

アウトリーチは、財務諸表作

成者、財務諸表利用者、監査

人等を対象として実施する。 

第 22条 

公開草案の公表まで、財務諸

表作成者に対して 5 回、財務諸

表利用者に対して 2 回、アウト

リーチが実施され、その後の企

業会計基準委員会及びリース会

計専門委員会の審議の中でその

概要が適宜報告された。 

アウトリーチの概要について

は、（別紙 4）を参照のこと。 
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項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

アウトリーチを実施した

場合、原則として、委員会、

専門委員会及びIFRSのエン

ドースメントに関する作業

部会の審議において、意見聴

取の対象とした者の属性別

の回数、聞かれた意見の概要

等を報告する。 

公開草案の公表に

関する議決（反対意

見の取扱い） 

第 15条 第 1項 

企業会計基準等及びそれ

らに関する公開草案及び論

点整理並びに修正国際基準

及びその公開草案の公表に

関しては、定款第 56 条の定

めに従い、委員の 5分の 3 以

上の多数を持って議決する。 

2023年 4月 26日開催の第 500

回企業会計基準委員会において

公開草案の公表議決が行われ、

出席委員 13名（委員総数 14名、

1名欠席）の賛成により公表が承

認された。この承認を受けて、

2023 年 5月 2日に公開草案が公

表された。 

第 15条 第 7項 

委員会に欠席した委員が

議決に参加することは認め

られない。 

出席委員により議決要件が充

足され、出席委員により議決が

行われた。 

公開草案の公開期

間 

第 20条 第 3項 

前2項による公開の期間

は、原則として、2ヶ月以上

とする。ただし、重要性や緊 

急性を勘案し、委員会の議決

により、短縮することができ

る。 

2023 年 5月 2日にコメント募

集を開始し、2023年 8月 4日ま

でをコメント受付期間(約 3 ヶ

月)とした。 

公開草案に寄せら

れた意見の公表 

第 20条 第 4項 

 公開草案及び論点整理に

対して寄せられた意見につ

いては、提出者名を含めてす

べて財務会計基準機構のホ

ームページに公開する。それ

らの寄せられた意見につい

寄せられた意見を財務会計基

準機構のホームページで公開し

た。 
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項目 
会計基準適正手続規則に 

定める適正手続 
適正手続の遵守状況 

ては、委員会において適時に

検討を行い、検討の結果を財

務会計基準機構のホームペ 

ージに公開する。 

 

以 上  
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（別紙 2）公開草案の対象となる企業会計基準等 

 

対象となる企業会計基準等 

1. 改正 

 企業会計基準公開草案第 73号「リースに関する会計基準（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 73 号「リースに関する会計基準の適用指針

（案）」 

 企業会計基準公開草案第 74 号「『固定資産の減損に係る会計基準』の一部改正

（案）」 

 企業会計基準公開草案第 75号「『連結キャッシュ・フロー計算書等の作成基準』

の一部改正（案）」 

 企業会計基準公開草案第 76号（企業会計基準第 18号の改正案）「資産除去債務

に関する会計基準（案）」 

 企業会計基準公開草案第 77号（企業会計基準第 20号の改正案）「賃貸等不動産

の時価等の開示に関する会計基準（案）」 

 企業会計基準公開草案第 78号（企業会計基準第 29号の改正案）「収益認識に関

する会計基準（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 74号（企業会計基準適用指針第 6号の改正案）

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 75 号（企業会計基準適用指針第 13 号の改正

案）「関連当事者の開示に関する会計基準の適用指針（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 76 号（企業会計基準適用指針第 15 号の改正

案）「一定の特別目的会社に係る開示に関する適用指針（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 77 号（企業会計基準適用指針第 19 号の改正

案）「金融商品の時価等の開示に関する適用指針（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 78 号（企業会計基準適用指針第 23 号の改正

案）「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針（案）」 

 企業会計基準適用指針公開草案第 79 号（企業会計基準適用指針第 30 号の改正

案）「収益認識に関する会計基準の適用指針（案）」 

 実務対応報告公開草案第 65号（実務対応報告第 35号の改正案）「公共施設等運

営事業における運営権者の会計処理等に関する実務上の取扱い（案）」 

 

以 上 
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（別紙 3）企業会計基準委員会及びリース会計専門委員会の審議の状況 

 

公開草案の公表に関する企業会計基準委員会及びリース会計専門委員会の審議の状況 

1. 公開草案の公表までの企業会計基準委員会及びリース会計専門委員会における

審議の状況は、以下のとおりである。 

 

（企業会計基準委員会） 

回数 開催日 審議内容 

第 408回 2019年 5月 13日 ・抽出した課題の検討 

第 409回 2019年 5月 28日 ・アウトリーチ（財務諸表作成者）の結果の検討 

第 411回 2019年 6月 27日 ・アウトリーチ（財務諸表作成者）の結果の検討 

第 415回 2019年 8月 26日 ・アウトリーチ（財務諸表作成者）の結果の検討 

第 419回 2019年 10月 25日 ・アウトリーチ（財務諸表作成者）の結果の検討 

第 420回 2019年 11月 8日 ・アウトリーチ（財務諸表作成者）の結果の検討 

第 425回 2020年 2月 12日 ・リース会計基準改正の基本的な方針の検討 

第 427回 2020年 3月 11日 ・リース会計基準改正の基本的な方針の検討 

第 437回 2020年 7月 13日 ・抽出した課題の検討 

第 438回 2020年 7月 29日 ・抽出した課題の検討 

第 439回 2020年 8月 13日 ・抽出した課題の検討 

第 446回 2020年 11月 19日 ・抽出した課題の検討 

第 447回 2020年 12月 3日 ・抽出した課題の検討 

第 449回 2021年 1月 15日 ・抽出した課題の検討 

第 452回 2021年 2月 25日 ・抽出した課題の検討 

第 454回 2021年 3月 25日 ・抽出した課題の検討 

第 455回 2021年 4月 13日 ・抽出した課題の検討 

第 462回 2021年 7月 28日 ・抽出した課題の検討 

第 463回 2021年 8月 11日 ・抽出した課題の検討 

第 467回 2021年 10月 8日 ・開発にあたっての基本的な方針の検討 

第 469回 2021年 12月 3日 ・開発にあたっての基本的な方針の検討 

第 470回 2021年 12月 20日 ・抽出した課題の検討 

第 471回 2022年 1月 12日 ・抽出した課題の検討 

第 472回 2022年 1月 26日 ・抽出した課題の検討 

第 474回 2022年 2月 21日 ・抽出した課題の検討 

第 475回 2022年 3月 11日 ・抽出した課題の検討 

第 477回 2022年 4月 13日 ・抽出した課題の検討 
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回数 開催日 審議内容 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 478回 2022年 4月 26日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 479回 2022年 5月 17日 ・抽出した課題の検討 

第 480回 2022年 5月 31日 ・抽出した課題の検討 

第 481回 2022年 6月 15日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 482回 2022年 6月 29日 ・抽出した課題の検討 

第 483回 2022年 7月 19日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 484回 2022年 8月 1日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 485回 2022年 8月 23日 ・抽出した課題の検討 

第 486回 2022年 9月 6日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 487回 2022年 9月 21日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 489回 2022年 10月 18日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 490回 2022年 11月 7日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 491回 2022年 11月 21日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 492回 2022年 12月 6日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 494回 2023年 1月 17日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 495回 2023年 2月 7日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 496回 2023年 2月 20日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 
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回数 開催日 審議内容 

第 497回 2023年 3月 8日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 498回 2023年 3月 22日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

第 499回 2023年 4月 11日 ・公開草案の文案の検討 

第 500回 2023年 4月 26日 ・公開草案の公表議決 

 

（リース会計専門委員会） 

回数 開催日 審議内容 

第 85回 2019年 4月 23日 ・抽出した課題の検討 

第 86回 2019年 5月 20日 ・アウトリーチの実施（財務諸表作成者） 

第 87回 2019年 6月 10日 ・アウトリーチの実施（財務諸表作成者） 

第 88回 2019年 8月 21日 ・アウトリーチの実施（財務諸表作成者） 

第 89回 2019年 10月 8日 ・アウトリーチの実施（財務諸表作成者） 

第 90回 2019年 10月 30日 ・アウトリーチの実施（財務諸表作成者） 

第 91回 2020年 1月 27日 ・リース会計基準改正の基本的な方針の検討 

第 92回 2020年 2月 21日 ・リース会計基準改正の基本的な方針の検討 

第 93回 2020年 6月 29日 ・抽出した課題の検討 

第 94回 2020年 7月 20日 ・抽出した課題の検討 

第 95回 2020年 11月 2日 ・抽出した課題の検討 

第 96回 2020年 11月 26日 ・抽出した課題の検討 

第 97回 2021年 2月 2日 ・抽出した課題の検討 

第 98回 2021年 3月 17日 ・抽出した課題の検討 

第 99回 2021年 4月 8日 ・抽出した課題の検討 

第 100回 2021年 6月 7日 ・抽出した課題の検討 

第 101回 2021年 6月 28日 ・抽出した課題の検討 

第 102回 2021年 7月 16日 ・抽出した課題の検討 

第 103回 2021年 8月 6日 ・抽出した課題の検討 

第 104回 2021年 9月 15日 ・抽出した課題の検討 

第 105回 2021年 10月 4日 ・抽出した課題の検討 

第 106回 2021年 12月 6日 ・抽出した課題の検討 

第 107回 2021年 12月 24日 ・抽出した課題の検討 

第 108回 2022年 1月 17日 ・抽出した課題の検討 
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回数 開催日 審議内容 

第 109回 2022年 2月 10日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 110回 2022年 3月 2日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 111回 2022年 3月 23日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 112回 2022年 4月 5日 ・抽出した課題の検討 

第 113回 2022年 4月 18日 ・抽出した課題の検討 

第 114回 2022年 5月 10日 ・抽出した課題の検討 

第 115回 2022年 5月 24日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 116回 2022年 6月 6日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 117回 2022年 7月 4日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 118回 2022年 7月 20日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 119回 2022年 8月 24日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 120回 2022年 9月 5日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 121回 2022年 9月 15日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 122回 2022年 10月 24日 ・抽出した課題の検討 

第 123回 2022年 11月 8日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 124回 2022年 11月 22日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 125回 2022年 12月 5日 ・抽出した課題の検討 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 126回 2023年 1月 16日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

第 127回 2023年 2月 1日 ・公開草案の文案の検討 

第 128回 2023年 2月 16日 ・公開草案の文案の検討 
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回数 開催日 審議内容 

・関連する会計基準等の改正の検討 

第 129回 2023年 3月 7日 ・公開草案の文案の検討 

第 130回 2023年 3月 20日 ・抽出した課題の検討 

・公開草案の文案の検討 

第 131回 2023年 4月 10日 ・公開草案の文案の検討 

 

以 上  
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（別紙 4）アウトリーチ（意見聴取）の状況 

 

公開草案の公表までのアウトリーチの状況 

公開草案の公表までのアウトリーチの状況は、以下のとおりである。 
開催日 対象 内容 

2019 年 5月 20日 財務諸表作成者（注 1） ・会計基準の開発にあたっ

ての適用上の課題について 2019 年 6月 10日 財務諸表作成者（注 1） 

2019 年 8月 21日 財務諸表作成者（注 1） 

2019 年 10月 8日 財務諸表作成者（注 1） 

2019 年 10月 30日 財務諸表作成者（注 1） 

2022 年 3月 15日、

16 日、30日 

財務諸表利用者（注 2） ・開示項目の有用性につい

て 
2022 年 12月 2日 財務諸表利用者（注 3） 

（注 1）5つの業界団体への実施である。 

（注 2）日本証券アナリスト協会からの推薦者 3名への実施である。 

（注 3）日本証券アナリスト協会からの推薦者 4名への実施である。 

 

以 上 


